
貸借対照表 貸借対照表
(単位：百万円)

三菱電機モビリティ株式会社 2025年3月31日現在

資産の部 負債の部 資産の部

科目 金額 科目 金額

流動資産 310,348 流動負債 349,412

現金及び預金 9,405 電子記録債務 34,471

電子記録債権 8,614 買掛金 87,094

売掛金 178,982 短期借入金 194,500

製品 25,627 未払金 14,114

原材料 12,037 未払費用 13,903

仕掛品 44,330 製品保証引当金 4,867

未収入金 28,751 その他流動負債 462

その他流動資産 2,601

固定負債 22

固定資産 100,492 その他固定負債 22

有形固定資産 40,806

建物 23,492 負債合計 349,434

構築物 300 純資産の部

機械及び装置 5,226 株主資本 47,974

車両運搬具 44 資本金 10,000

工具、器具及び備品 4,507 資本剰余金 20,000

土地 4,764 資本準備金 20,000

リース資産 40 利益剰余金 17,974

建設仮勘定 2,433 その他利益剰余金 17,974

圧縮記帳積立金 2,340

無形固定資産 2,688 繰越利益剰余金 15,634

ソフトウエア 2,686 評価・換算差額等 13,431

その他無形固定資産 2 その他有価証券評価差額金 13,431

投資その他の資産 56,998

投資有価証券 38,017

関係会社株式 12,288

長期前払費用 880

繰延税金資産 5,762

その他 51

純資産合計 61,405

資産合計 410,840 負債・純資産合計 410,840



損益計算書 損益計算書
(単位：百万円)

三菱電機モビリティ株式会社 自 2024年4月1日 至 2025年3月31日

科目 金額

売上高 690,388

売上原価 616,995

売上総利益 73,394

販売費及び一般管理費 74,474

営業利益 △1,080

営業外収益

受取利息及び配当金 18,038

雑収益 3,548 21,587

営業外費用

支払利息 1,391

雑損失 2,868 4,260

経常利益 16,247

特別損失

減損損失 160 160

税引前当期純利益 16,087

法人税、住民税及び事業税 △1,311

法人税等調整額 △593

当期純利益 17,991



個別注記表 
 

1. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・原材料・仕掛品……総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定) 

 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

市場価格のあるもの……事業年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し､売却原価は移動平均法により算定) 

市場価格のないもの……移動平均法による原価法 

 

3. 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法を採用しております。ただし、1998年 4 月 1 日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

製品保証引当金……製品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、過去の実績を基準として発

生見込額を計上しております。 

 

5. 収益及び費用の計上基準 

当社は、利息及び配当収益等を除き、以下の 5 ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの

移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しております。 

ステップ 1：顧客との契約を識別する。  

ステップ 2：契約における履行義務を識別する。  

ステップ 3：取引価格を算定する。  

ステップ 4：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。 

ステップ 5：履行義務を充足した時点で(又は充足するに応じて)収益を認識する。  

顧客が製品を受け入れた時点で履行義務が充足されると判断し、収益を計上しております。取引の対価

は、履行義務を充足したのち概ね 1 年以内に受領しております。 

収益を認識する金額は、製品又はサービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額とし

ております。 

リベート、値引き等、事後的な対価の変動を含む取引契約については、見積りと実績に重要な乖離が生

じない範囲で当該変動価格を考慮し、取引価格を決定しております。 

 

6. グループ通算制度を適用しております。 

 

7. 表示方法の変更(表示単位の変更) 

当事業年度より、金額の表示単位を円単位から百万円単位へ変更しております。 

 

8. 会計上の見積り 

当社の計算書類の金額に重要な影響を与える可能性のある主要な会計上の見積り及び仮定を含む項目及

びその残高は以下のとおりであります。 

(1) 製品保証引当金 

製品保証引当金は、製造上やその他の不具合に対する製品保証について、期末日現在において将来の

費用発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に計上しております。将来の

発生費用は、主に過去の無償工事実績及び補修費用に関する現状に基づいて見積もっております。当事

業年度における製品保証引当金の残高は 4,867 百万円であります。 

(2) 有形固定資産及び無形固定資産の回収可能価額 

有形固定資産、無形固定資産の減損テストにおいて、資産または資産グループの回収可能価額は、使

用価値と正味売却価額のうちいずれか大きい方の金額としております。使用価値の算定における見積

将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を

用いて現在価値に割り引いております。資産または資産グループの帳簿価額が回収可能価額を超過す

る場合には、減損損失を認識しております。当事業年度末の有形固定資産の残高は 40,806 百万円、無



形固定資産の残高は 2,688百万円となりました。 

見積将来キャッシュ・フロー及び正味売却価額の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能

性があり、見積りの変動によって翌事業年度の計算書類における有形固定資産及び無形固定資産の減

損損失の認識に重要な影響を与える可能性があります。 

これらの前提条件を用いた見積りは、合理的であると判断しておりますが、翌事業年度において経済

環境の変化等により見直しが必要となった場合、減損損失の計上が必要となる可能性があります。 

(3) 繰延税金資産の回収可能性 

繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越欠損金及び繰越税額控除のうち、将来課税所得に

対して利用できる可能性が高いものに限り認識しております。繰延税金資産の実現可能性の評価にあ

たり、将来課税所得を見積り、繰延税金資産の一部又は全部が実現する可能性が実現しない可能性より

高いかどうかを考慮しております。当事業年度末における繰延税金資産の残高は 5,762 百万円であり

ます。 

将来課税所得の見積りは、将来の状況の変化によって変動する可能性があり、見積りの変動によって

翌事業年度の計算書類における繰延税金資産の認識に重要な影響を与える可能性があります。 

 

9. 有形固定資産の減価償却累計額 366,286 百万円 

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

 

10. 関係会社に対する短期金銭債権 143,690 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 248,447 百万円 

 

11. 関係会社に対する売上高 385,630 百万円 

関係会社よりの仕入高 608,751 百万円 

関係会社との営業取引以外の取引高 3,384 百万円 

 

12. 当事業年度末の発行済株式 普通株式 1,001 株 

 

13. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 減価償却費等 13,015 百万円 

繰延税金負債 その他有価証券評価差額金等 △7,253 百万円 

繰延税金資産の純額 5,762 百万円 

 

14. 金融商品 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は短期的な預金等により資金運用を行っており、資金調達についてはグループファイナンスに

よる借入金により実施しております。 

売上債権に係る顧客の信用リスクは、外部機関での調査を行ったうえで、取引先に対して与信限度額

を設定し顧客の財務状況を定期的にモニタリングすることなどにより、信用リスクに応じた取引限度

額を設定し管理しております。 

上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。また、デリバティブ取引を外国為替相
場の変動による市場リスクを回避する目的で利用しており、短期的な売買差益を獲得する目的や投機
目的で利用することはありません。 

(2) 金融商品の時価に関する事項 

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。 

   (単位：百万円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券 37,939 37,939 － 

※1 「現金及び預金」、「売掛金」、「電子記録債権」、「未収入金」、「買掛金」、「電子記録債務」、「短期借

入金」及び「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである

ことから、記載を省略しております。 

※2 非上場株式(貸借対照表計上額 78 百万円)は、市場価格のない株式等であるため投資有価証券には

含めておりません。 

※3 デリバティブ取引は先物為替予約であり、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該売掛金に含めています。 

  



 

15. 関連当事者との取引 

属性 会社名 
議決権等の
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 
三菱電機 
株式会社 

被所有 
直接 100% 

材料の購入 
資金の借入 
役員の受入 

材料の購入 
資金の借入

(注 1) 

414,747 
215,630 

 

買掛金 
短期借入金 

16,894 
194,500 

親会社の
子会社 

三菱電機 
オートモーテ
ィブ・アメリ

カ社 

なし 

当社より部品を

購入し、自動車

機器を製造及び

販売している。 

当社製品の
製造・販売

(注 2) 
107,885 売掛金 34,982 

親会社の
子会社 

三菱電機オー
トモーティ
ブ・チェコ社 

なし 

当社より部品を

購入し、自動車

機器を製造及び

販売している。 

当社製品の
製造・販売

(注 2) 
64,406 売掛金 32,775 

親会社の
子会社 

三菱電機 
ヨーロッパ社 

なし 
当社の製品を
販売している｡ 

当社製品の
販売(注 2) 

67,284 売掛金 29,405 

親会社の
子会社 

三菱電機トレ
ーディング株

式会社 
なし 

同社より材料を

購入している。 
材料の購入 71,867 

買掛金 
支払手形 

6,592 
6,833 

 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

1.短期借入金は全てキャッシュ・マネジメント・システムによるものであり、取引が反復的に行われ

ているため、取引金額のうち資金の借入については当事業年度における期中平均残高を記載してお

ります。 

2.当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しており

ます。 

 

16. １株当たり純資産額 61,343,794 円 

１株当たり当期純利益 17,972,798 円 

 

以上 


